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１．はじめに

　2020年３月31日に企業会計基準委員会より企

業会計基準31号「会計上の見積りの開示に関す

る会計基準」（以下、見積り会計基準）が公表され、

原則、2021年３月31日以後終了する連結会計年

度及び事業年度の年度末に係る連結財務諸表及び

個別財務諸表から適用されている。国際会計基準

１号「財務諸表の表示」125項において開示が求

められている「見積りの不確実性の発生要因」が、

財務諸表利用者にとって有用性が高い情報である

として、日本基準でも注記情報として求める声が

高まり、検討、公表されたものだ。

　現在の企業会計においては、減損会計における

固定資産の減損損失の計算や税効果会計における

繰延税金資産の回収可能性の検討、貸倒引当金を

はじめとする各種引当金の計上など様々な財務諸

表項目で見積り計算がなされている。会計上の見

積りは、資産及び負債、収益及び費用などの金額

に不確実性がある場合において、財務諸表作成時

に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出

したものである。当然のことながら、その後の会

計期間で実績が確定したとき、実績と見積り金額

では程度の差こそあれ相違が生じる。財務諸表利
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　2021年３月期から見積り会計基準の適用が始まった。信用格付の実務において見積りの不確実性に関する情
報は有用であり、会計上の見積りの算出方法、主要な仮定、翌年度の財務諸表に与える影響などの開示は中期的
な予測財務諸表の作成に活用できる。各社の有価証券報告書の重要な会計上の見積りの注記の中には、有益な開
示も一定数みられた。基準の目的を十分理解した上で、見積りの不確実性の判断に資する情報の積極的な開示を
望む。
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